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V-High帯域の利用に係る第三次提案募集（令和2年12月9日～令和3年1月18日）の結果

提案者名 区分 提案概要

広島市立大学
日本無線（株）

通信

海上と陸上間の200MHz帯LTE無線通信システムを提案。

①医療・ヘルスケアIoT用途の通信基盤構築
医療・ヘルスケア用途に適した無線通信規格である「SmartBAN」と組み合わせ、オンライン遠隔健康医療相談を
実現する。

②離島居住高齢者への医療・健康支援
ブロードバンドの恩恵を受けにくい離島居住高齢者に対して健康管理支援を含めた新たな医療・ヘルスケアス
キームを構築・提供する。

③災害時の船舶を活用した通信インフラ構築
大規模災害で海岸線の陸上通信回線が損傷した場合、海上の船舶を中継点として無線通信回線を確立すること
で、拠点間の通信途絶を防ぐ。

大阪大学
NICT
（株）ｽﾍﾟｰｽﾀｲ
ﾑｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
日本無線（株）
明治大学
立命館大学

通信

災害対応IoT通信システム（DR-IoT）を提案。

DR-IoTは公共BBと周波数共用することが特徴であり、広帯域通信が必要な拠点（都道府県等）間通信には公共
BBを利用し、多地点情報共有には端末を比較的安価に製造可能なDR-IoTを利用する。通信方式はUHF帯での
特定小電力無線機に広く利用されているIEEE802.15.4gを採用予定。

個人 通信

山岳地帯において、小容量多重無線伝送システムを提案。

①光ファイバケーブルのバックアップ用回線
ケーブル布設ルートが1ルートしか確保できない山岳地帯において、ケーブルのバックアップ用無線回線として活
用する。例えば、ダム・発電所の監視情報を光ファイバケーブルを介して伝送している箇所において、災害による
ケーブル切断やケーブル張替え時のバックアップ用回線を安価に構築することが可能。

②光ファイバケーブルの布設が難しい箇所の場合
需要者が極端に少なく、電気通信事業者のケーブル布設が難しい箇所において、加入者アクセス回線として活用。
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V-High帯域（207.5～222MHz）の利用について、令和２年12月９日から令和３年１月18日まで

第三次提案募集を実施したところ、３者より３件の提案があった。





災害対応IoT通信システム（DR-IoT） 【日本無線等】 3

【概要】 組織の大小に関係なく、災害対応に係る様々な組織が導入・利用可能であり、被災地の多地点において
横断的に情報を収集・共有可能な新しい準狭帯域データ通信システム（DR-IoT）

通信システムの伝送速度と導入費用 (同一予算で導入可能な機器数) の関係

公共BBの空きチャネルでDR-IoTを運用する場合の一例

被災地における複数組織・多地点での情報連携の一例

【VHF帯が必要な理由等】
山間部において、端末からの長距離見通し外通信性能の確保が必須であり、VHF帯を使用する必要がある。

【サービス内容】
・被災地となった市の複数組織が、医療救護、避難所運営、
上下水道管理、物流管理、消防救急など様々な目的で
DR-IoTを利用。

・主要拠点との間では、DR-IoTよりも高性能で同一周波数
帯で運用する公共BBを用いて情報共有を行う。

・現在、制度化されている通信システムの組み合わせでは、
必要最低限の情報伝達・共有を行いたいとするニーズを
満たせない。

・UHF帯のシステムでは困難な山間部での長距離見通し外
通信を可能とし、簡易無線の10倍以上の伝送速度を提供。

・物理層規格はIEEE802.15.4gを用いる。




